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【任意拠出金の拠出上位５ヶ国等　（２０１５年のもの）】 出典：【注２】
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【分担金・義務的拠出金の拠出上位５ヶ国等　（２０１５年のもの）】 出典：【注３】
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【当該国際機関で働く邦人職員】

ポストの名称 職　員　氏　名 備　　考

【注：当該国際機関の会計年度】
当該国際機関の会計年度は毎年１月から１２月末までとなっている。したがって、我が国（及び他の加盟国）
とは会計年度が異なっているため、拠出率の扱い等については暦年となっている。
【注1】当該機関の監査報告書（IDB.44/3-PBC.32/3）による（2016年11月時点）。
【注2】当該機関からの情報提供に基づく。
【注3】当該機関の報告書（IDB.43/6-PBC.31/6，IDB.43/6/Add.1，IDB.43/7-PBC.31/7）による（2016年11月
時点）。

イタリア

3,486

金額（千ユーロ） 拠出率（％）（注）

事務局次長 西川　泰藏 経済産業省

　邦人職員数
　うち幹部以上

　14　　人 　　　　245　　人

7

日本

ドイツ 12

6,044

5,218

12,714

スペイン

東京投資・技術移転促進事務所代表

　当該機関全体の職員数
　及び邦人職員が占める率 6％

経済産業省

戦略計画調整部長 藤野　あゆみ

國吉　浩

金額（千米ドル）

当該年度の総支出額：74,823

18

国　　　　名

中国

5

4

8,380

8

拠出率（％）（注）

5

2015-A

　国際機関名
（英語略称）

国連工業開発機関（UNIDO）

11,774

6,903

31,187 34

13

8

当該年度の総収入額：75,673

　国連（事務局）　　　　　国連（基金・計画）　　　　　国連専門機関　　　　　その他　　　

【当該国際機関の本部所在地・活動目的等の概要】
　開発途上国における工業開発を促進し産業協力を推進することを目的として，1966年の国連総会決議に
基づき1967年に発足。その後，1979年に国連工業開発機関憲章が採択され，これに基づき，1985年に国
連専門機関として独立した。本部はウィーンに所在。

次年度への繰越額：1,740

【当該国際機関の財政（２０１５年予算）】(千米ドル）

会計検査機関名：ドイツ連邦共和国会計検査院

【邦人職員が占めている幹部ポスト（Ｄポスト以上）】

　うち　3　　人

3,444

国　　　　名

ＥＣ

スイス

日本

中国

United Nations Industrial Development Organization

種　　　別

 【所管官庁担当局課・室名】外務省国際協力局地球規模課題総括課

英文名称

ノルウェー

4,856


